
土砂災害警戒情報発表基準見直しの技術的観点

① 最新の降雨データや土砂災害の発生データを加え、基準（ＣＬ）の見直しを
行う。特に、基準の根拠となる災害の適否について改めて検証する。

② 人家が立地していないメッシュ等については、ＣＬ設定の対象から除外する
などの検討を行う。

③ 夕立のような短時間の強い降雨では空振りが発生しやすいことから、これ
らを回避するため土壌雨量指数の基準の見直しを行う。

④ これまでの災害捕捉率や空振り率等の実態を考慮したＣＬの見直しを行う。

⑤ 災害発生の地域特性や気象特性及び行政区分などを踏まえ、土砂災害警
戒情報の発表単位を見直す。



【課題】

・新たなデータを追加した
場合、160mmを下回って
土砂災害が発生した事例
あり（１事例）

・従来の手法で再設定する
と空振りが増加するおそれ

従来手法では下限値は県内一律に160mmに設定
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地形、地質、降雨特性を踏まえて地域
毎に土壌雨量指数の下限値を設定

既設ＣＬによる
発表頻度

新ＣＬによる
発表頻度

災害捕捉率を維持しつつ、
発表頻度はほぼ全ての

市町村で減少

和歌山県による土砂災害警戒情報発表基準の見直し事例（平成28年3月1日）

基準見直しの主な観点
・最新の降雨データ、土砂災害発生データの追加や基準の根拠となる災害の適否の検証
・これまでの災害捕捉率や空振り率等の実態の考慮

基準見直しにより想定される効果

基準見直しの主な内容



東京都による土砂災害警戒情報発表基準の見直し事例（平成29年5月31日）

基準見直しの主な観点
・最新の降雨データ、土砂災害発生データの追加や基準の根拠となる災害の適否の検証
・これまでの災害捕捉率や空振り率等の実態の考慮

基準見直しにより想定される効果

基準見直しの主な内容

見直し前のRBFN値

見直し後のRBFN値
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見直し前のＣＬ

見直し後のＣＬ

変更されたＣＬの例

災害捕捉率を維持しつつ、発表頻度が減少し、空振り率が低下

土砂災害警戒情報の発表頻度 災害捕捉率 空振り率

見直し前 見直し後 見直し前 見直し後 見直し前 見直し後

6.1回/年 2.7回/年 95.7% 100.0% 94.8% 84.2%

△3.4回/年 ― △10.6%



神奈川県による土砂災害警戒情報発表基準の見直し事例（平成30年1月17日）

基準見直しの主な観点
・近年の降雨と土砂災害データを用いたＣＬの見直し ・ＣＬ設定単位の細分化
・土壌雨量指数の下限値の見直し ・警戒判定除外メッシュの細分化

基準見直しにより想定される効果

各観点による基準見直しのイメージ

発表頻度： ２９．７回／年 → １４．３回／年 （３３市町村毎のＣＬ超過回数の合計）
対象災害の見直し： 県東部、県西部の土砂災害の発生状況をバランスよく基準に反映

・近年の降雨と土砂災害データの活用
・土壌雨量指数下限値の見直し
・ＣＬ設定単位の細分化によるＣＬ修正

ＣＬ（変更前） ＣＬ（変更後）

降雨データの追加やＣＬ設定
単位の細分化の効果

横浜市北部

新たな警戒判定除外メッシュの設定

：新たに設定された除外メッシュ

この領域で大雨となって
も土砂災害警戒情報は
発表されない

警戒すべき対象災害の
見直し

対象災害を捕捉する範囲
で下限値を引上げ

県東部のがけ崩れ（発生件数が多い）

県西部のがけ崩れ（発生件数が少ない）


